
故秋山義則教授 略歴と業績

略 歴

１９５４（昭和２９）年１２月３日 宮城県に生まれる

１９７３（昭和４８）年３月 宮城県立仙台第三高等学校卒業

１９７３（昭和４８）年４月 中央大学経済学部入学

１９７８（昭和５３）年３月 同 上 卒 業

１９７９（昭和５４）年４月 中央大学大学院経済学研究科修士課程入学

１９８１（昭和５６）年３月 同 上 修 了

１９８１（昭和５６）年４月 中央大学大学院経済学研究科博士課程入学

１９８７（昭和６２）年３月 同 上 退 学

１９８７（昭和６２）年４月 中央大学経済研究所準研究員

１９８９（平成元）年４月 常葉学園大学教育学部専任講師

１９９４（平成６）年４月 滋賀大学助教授経済学部

１９９８（平成１０）年７月 滋賀大学教授経済学部

２００７（平成１９）年７月４日 逝去

所属学会

日本財政学会

日本地方財政学会

日本証券経済学会

業 績

著 書

『現代の財政金融 第９章』（共著）

日本経済評論社，１９９５年３月

２３３



『転換期の行財政システム 第６章』（共著）

大月書店，１９９５年５月

『日米の福祉国家システム 第６章２・３節』（共著）

東京大学社会科学研究所研究報告第５７集，日本経済評論社，１９９７年９月

『現代財政危機と公信用』

中央大学経済研究所研究叢書第３３号，中央大学経済研究所編，２０００年３月

『アメリカの州・地方債』（共著）

アメリカの財政と福祉国家第６巻，日本経済評論社，２００７年４月

論 文

１．戦後アメリカにおける純長期キャピタル・ゲイン分離課税の実態

『大学院研究年報（中央大学経済学研究科）』第１３号�，３１―５３頁，１９８４年３月

２．戦後アメリカのキャピタル・ゲイン課税

―「封鎖効果」の実態とその意義―

『経済学論纂』第２５巻第５・６号，４３―７０頁，１９８４年１１月

３．米銀の投資行動とキャピタル・ゲイン，ロスの課税措置

―国債，地方債の場合―

『証券経済』第１５１号，９９―１４１頁，１９８５年３月

４．アメリカのキャピタル・ゲイン課税をめぐる論争と租税政策

『経済学論纂』第２７巻第４号，１５５―１９０頁，１９８６年７月

５．米国連邦政府による州・地方債市場への介入をめぐって

―１９８０年代を中心に―

『証券研究』Vol．８６，３７―１１０頁，１９８９年３月

６．アメリカにおける州・地方政府債務の構造変化

―１９７０年代半ばから１９８０年代へ（上）―

『証券経済』第１７４号，９５―１３６頁，１９９０年１２月
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７．アメリカにおける州・地方政府債務の構造変化

―１９７０年代半ばから１９８０年代へ（下）―

『証券経済』第１７５号，８７―１２７頁，１９９１年３月

８．アメリカにおける州社会資本銀行について（現代アメリカ金融の諸相５）

『証券研究』第９９号，４７―７６頁，１９９１年１１月

９．アメリカの州・地方債をめぐる論争の展開

―１９８０年代の政府間財政関係を中心に―

『常葉学園大学教育学部紀要』第１２号，１３―３１頁，１９９１年１２月

１０．アメリカの州・地方政府職員退職年金制度について

―その準備的考察（年金制度の諸問題）―

『証券研究』第１０１号，１６５―１９３頁，１９９２年４月

１１．アメリカにおける州社会資本基金について

―背景と現状を中心に―

『証券経済』第１８１号，６１―９４頁，１９９２年９月

１２．アメリカにおける地方債務の変貌

―１９８０年代を中心に―

『地方債月報』第１６０号，２０―３９頁，１９９２年１１月

１３．アメリカにおけるインフラ整備金融の新展開

―州・地方の公的金融活動を中心に―

『証券研究』Vol．１０６，４３―９１頁，１９９３年４月

１４．「世界都市」東京の財政問題

『彦根論叢』第２９９号，２１３―２３０頁，１９９６年１月

１５．地方財政危機と地方財政改革の課題

『彦根論叢』第３０４号，８１―１０９頁，１９９６年１２月

１６．アメリカの地域開発とモーゲイジ・レベニュー債

『立命館国際研究』８巻４号，７９―９９頁，１９９８年３月

１７．地方財政危機と地方財政改革（上）

『行財政研究』No．３１，３８―４５頁，１９９７年２月
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１８．地方財政危機と地方財政改革（下）

『行財政研究』No．３２，２０―２８頁，１９９７年５月

１９．アメリカ州・地方債制度の形成過程

『彦根論叢』第３１０号，６３―１００頁，１９９８年１月

２０．東京都の行財政改革論の検討

『行財政研究』第３７号，１７―２８頁，１９９８年８月

２１．連邦地域開発政策の動向：分権化，市場化

『彦根論叢』第３１４号，６５―８７頁，１９９８年８月

２２．アメリカの州・地方公務員年金の投資行動とコーポレート・ガバナンス

『証券経済研究』第２２号，２９―４９頁，１９９９年１１月

２３．地方債制度改革の現状と改革方向

『彦根論叢』第３２２号，７７―９８頁，１９９９年１２月

２４．基軸国のアメリカの財政構造

『経済学論纂』第４１巻３・４号，１９３―２２３頁，２０００年１２月

２５．東京都財政破綻の見方

『季刊自治と分権』第２号，８２―８９頁，２００１年１月

２６．アメリカ州・地方公務員年金の資産運用について

『彦根論叢』第３３０号，５７―８４頁，２００１年３月

２７．レーガン税制改革と州・地方債投資

『滋賀大学経済学部研究年報』第９巻，２７―４４頁，２００２年１月

２８．アメリカ州・地方債市場における民間信用補完と州信用支援

『彦根論叢』第３３４号，１３１―１６４頁，２００２年１月

２９．レーガン税制改革と州・地方債�

『彦根論叢』第３３７号，７５―９６頁，２００２年８月

３０．レーガン税制改革と州・地方債�

『彦根論叢』第３３８号，３１―５５頁，２００２年１０月

３１．レーガン税制改革と州・地方債�

『彦根論叢』第３３９号，９９―１２４頁，２００２年１２月
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３２．ジョンソン政権と州・地方債

『滋賀大学経済学部研究年報』第１１巻，７９―１２０頁，２００５年１月

３３．金融講座 海外の地方債について（第１９回）アメリカの州・地方債（第１回）

『地方債月報』第３３２号，６６―７６頁，２００７年３月

３４．海外の地方債について アメリカの州・地方債（第１回）

『地方債月報』別冊第２号，５４―６５頁，２００７年３月

３５．海外の地方債について アメリカの州・地方債（第２回）

『地方債月報』別冊第２号，６６―７７頁，２００７年３月

３６．海外の地方債について アメリカの州・地方債（第３回）

『地方債月報』別冊第２号，７８―８８頁，２００７年３月

３７．金融講座 海外の地方債について（第２０回）アメリカの州・地方債（第２回）

『地方債月報』第３３３号，３０―４１頁，２００７年４月

３８．金融講座 海外の地方債について（第２１回）アメリカの州・地方債（第３回）

『地方債月報』第３３４号，２４―３４頁，２００７年５月

その他

１．アメリカにおける州社会資本基金について

『常葉学園大学教育学部紀要』第１３号，１―１４頁，１９９２年１２月

２．（書評）平山洋介 著『コミュニティ・ベースト・ハウジング』

『行財政研究』No．２９，３８―４０頁，１９９６年７月

３．（翻訳）日米の福祉国家システム 第６章第１節

日本経済評論社（東京大学社会科学研究所研究報告第５７集），１９９７年１０月

４．米国の地域開発政策の動向に関する調査 第１章

北海道東北地域経済総合研究所（ほくとう総研レポート No．００２９―９７），

１９９８年３月

５．（助言者発言）地方財政危機と地方財政改革の視点

『中小商工業研究』５８号，１１３―１１９頁，１９９９年１月

２３７




